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第１章 豊頃町の将来像 

１ 目指す将来像 

 

 

 

 

人口減少・少子高齢化の急速な進行、情報化・国際化の一層の進展、安全・安

心や環境保全に対する意識の高まり、地域産業を取り巻く環境の変化など、社会・

経済情勢の変化に伴い、町民ニーズや行政課題がますます複雑・多様化する中、

これらに的確に対応しつつ、魅力的で自立可能・持続可能な自治体運営を行うこ

とが求められています。 

そのためには、本町がこれまで進めてきた町民と行政との協働のまちづくりを

ただ単に継承するだけではなく、より多くの主体と、町の現状と課題、今後の方

向性の共有化を図り、地域全体で支え合い、町民、地域に寄り添ったまちづくり

を進めていくことが必要です。 

町民ニーズや時代の潮流、解決すべき課題などを客観的にとらえた上で、10

年後の令和 12 年度における目指す将来像を、第３次総合開発計画で定めた『や

さしさと躍動のふれ愛タウンとよころ』を普遍的なものとして踏襲し、本町なら

ではの地域特性・資源を活用しながら、子どもから高齢者まで、町民一人ひとり

がともに支え合い、安心して健やかにいきいきと暮らせる、小さくても活力のあ

る町の実現を目指します。 

 

 

 

ⒸHisashi Urashima 撮影 岸本 日出雄
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２ 将来像実現に向けた分野目標 

将来像の実現に向け、分野ごとの目標を次のように定めます。 

 

【将来像のキーワード】   《将来像実現に向けた分野目標》      【分  野】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    快適で魅力あるまちづくり     

良好な環境の保全と利便性・安全性の
向上を図り、誰もが「住んでみたい」「住
んでよかった」「これからも住み続けた
い」と思えるまちづくりを進めます。 

やさしさ 

 豊かな資源を生かしたまちづくり  

豊かな資源を生かし、農林水産業と商
工業、観光の連携、互産互生の取組みを進
めながら、産業を支える人材の育成を図
り、活力ある産業の振興を進めます。 

 

    躍動感あふれる人づくり      

生涯にわたる学びを通じて、様々な分野
で活躍する人づくりを進めるとともに、
町民一人ひとりがいきいきと活動するま
ちづくりを進めます。 

   健康で心ふれあうまちづくり    

保健・医療・福祉の連携と充実を図り、
子どもから高齢者まで健やかに暮らせ、
全ての町民が互いの個性を尊重し、とも
に支え合う共生社会づくりを進めます。 

 みんなが力を合わせるまちづくり  

町民と地域、行政が一体となって、夢と
課題を共有しながら、ともに知恵と力を
出し合い、自立可能・持続可能なまちづく
りを進めます。 

躍  動 

ふれあい 

 
生活・防災 
・環境 

 
産業・経済 
・観光 

 
子育て・ 
保健・福祉 

 
協働・広報 
・行財政 

 
教育・文化 

・地域間交流 
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第２章 人口の目標 

１ 総人口及び年齢構成 

本町の総人口は、平成 27 年の国勢調査によると、3,182 人となって

おり、平成 22 年の 3,394 人から、5 年間で 212 人（6.2％）、1 年当

たり約 42 人減少し、平成 22 年以前の減少率よりは鈍化しているものの、

人口減少が続いている状況です。 

我が国の人口が減少局面に入り、人口減少と少子高齢化が全国的な課題

として取り上げられ、全国の地方自治体では、将来人口の推計や人口の将

来展望を示した人口ビジョンと、これに基づき、今後実施する取組みを定

めた総合戦略の策定が進められ、本町においても平成 27 年 12 月に「豊

頃町まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」及び「豊頃町まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」を策定しました。 

この総合戦略による出産や子育て、教育、雇用、移住・定住等に関する

支援施策を推進したことなどにより、近年は人口減少率が更に鈍化し、国

立社会保障・人口問題研究所の推計人口を上回る状況となっています。 

本計画では、この総合戦略と一体的に人口減少抑制施策を進めるため、

目標年度である令和 12 年度の総人口の目標を、人口ビジョンで示す

2,576 人に設定するとともに、年齢構成については、次のとおり見込む

こととします。 
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社人研推計 町独自推計

総人口及び年齢構成の実績と目標      （単位：人） 

※平成 22 年と平成 27 年は、国勢調査による実績値。 

※令和２年以降は、「豊頃町まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」による目標値。 

【豊頃町まち・ひと・しごと創生人口ビジョンによる将来目標設定の根拠】 

＊合計特殊出生率～現在の 1.30 から、令和２（2020）年には 1.50 程度、令和 12（2030）年

に 1.80 程度、令和 22（2040）年に 2.07（人口置換水準）を達成することを目指す。 

＊純移動率～若者・子育て世代の転出抑制と転入促進を図るため、令和 42（2060）年までに

純移動率の転入２割増加、転出２割抑制と仮定する。 

 

 

人口ビジョンによる総人口の推計（社人研推計）と目標（町独自推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 

国勢調査人口（実績値） 人口ビジョンの将来展望（目標値） 

平成 22 年 

(2010 年) 

平成 27 年 

(2015 年) 

令和２年 

(2020 年) 

令和７年 

(2025 年) 

令和 12 年 

(2030 年) 

令和 42 年 

(2060 年) 

総人口 3,394 3,182 2,883 2,721 2,576 2,080 

男 1,620 1,523 1,349 1,268 1,200 999 

女 1,774 1,659 1,534 1,453 1,376 1,081 

15 歳未満 374 317 268 264 289 372 

15～64 歳 1,862 1,659 1,450 1,307 1,211 1,113 

65 歳以上 1,158 1,206 1,165 1,150 1,076 595 

3,394 

3,061 
2,883 

2,780 

2,721 
2,576 

2,449 
2,339 

2,241 
2,165 2,113 2,080 

2,498 
2,231 

1,983 

1,748 
1,528 

1,332 
1,161 

1,012 

 

（人）
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２ 就業構造 

本町の就業者総数は、平成 27 年の国勢調査によると、1,748 人とな

っており、平成 22 年の 1,823 人から、５年間で 75 人（4.1％）、１年

当たり 15 人減少し、総人口の傾向と同様に、平成 22 年以前の減少率よ

り鈍化しています。 

また、産業別では、第１次産業が 775 人（44.3％）、第２次産業が 193

人（11.0％）、第３次産業が 773 人（44.2％）となっており、これまで

の推移をみると、第１次産業と第２次産業の減少が進み、特に第２次産業

の就業者数が大幅に減少してきています。 

今後も、人口の減少とともに、就業者数も減少していくことが予測され

ますが、近年の就労形態の変化や本計画の推進等を考慮し、目標年度であ

る令和 12 年度の就業者総数を 1,447 人に設定するとともに、産業別の

内訳については、次のとおり見込むこととします。 

 

就業者総数及び産業別就業者数の実績と目標       （単位：人、％） 

※平成 22 年と平成 27 年は、国勢調査による実績値。 

※平成 27 年は、総数に分類不能者７人を含むため、内訳を合計しても総数と一致しない。 

※令和７年以降は、次により推計。 

【目標就業者数設定の根拠】 

＊就業者総数・就業率～過去の就業率の伸びと近年の就労形態、60 歳以上の就業状況等を考

慮し推計。 

＊産業別就業者数～近年の産業別就業割合を参考に、農業の大型化及び法人化、情報通信や

福祉サービス等の進展、本計画による施策効果等を考慮し推計。 

 

区 分 

国勢調査人口（実績値） 目標就業者数（目標値） 

平成 22 年 

(2010 年) 

平成 27 年 

(2015 年) 

令和７年 

(2025 年) 

令和 12 年 

(2030 年) 

就業者総数 1,823 1,748 1,516 1,447 

就 業 率 53.7 54.7 55.7 56.2 

第１次産業 827 775 668 635 

第２次産業 200 193 172 166 

第３次産業 796 773 676 646 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

農業

林業

漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

公務（他に分類されるものを除く）

分類不能の産業

15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

産業別就業者数の実績と目標 

 

 

平成 27 年国勢調査による職業分類ごとの年齢階層別人口割合 

  

  

0人

200人
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（平成17年）
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（平成27年）

2025年

（令和７年）

2030年

（令和12年）

第１次産業 第２次産業 第３次産業
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